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Abstract
　Since decades, several countries worldwide have developed policies to promote public procurement 
of organic foods in school feeding programs. For instance, central and local governments in Brazil, the 
US, South Korea, and France, have been supporting public procurement of organic foods since some 
years. Based on questionnaire surveys and literature review, this study aimed to reveal the processes 
of and supporting institutions in the above-mentioned countries involved in the transformation of public 
procurement for sustainable food systems. The results indicated that (1) problematization of the current 
food systems drove the transformation of public procurement, (2) supporting institutions were 
established for the stable procurement of organic agri-food products, (3) different initiatives in public 
procurement prevented cost increases, and (4) the relations between the roles of governments and free 
market system in these countries are presently controversial.
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1．はじめに

　現代社会における危機を人類が克服し，持続可能な社
会への移行を達成できるか否かは，現行の農と食のあり
方を変革できるかにかかっている．地球上では全人口
78.8 億人を養える量の食料が生産されているにもかかわ
らず，その 3 分の 1 が廃棄されており，30 億人が健康
的な食事を摂ることができず，9.3 億人（全人口の 12%，
2020 年）が食料不足に直面している（SOFI 2021）．また，
グローバルな食料システムが人間由来の温室効果ガスの
3 分の 1 を排出し，気候危機の主要な原因となっている

（IPCC 2021）．さらに，陸の生物多様性の 8 割，海の生
物多様性の 7 割が農林漁業によって失われてきた

（UNFSS 2021）．グローバル化や都市化，大規模な農業
開発が進む中で，世界各国の小規模・家族農林漁業が困

難に直面し，地域のコミュニティや資源，経済の持続可
能性が浸食されている（HLPE 2013）．これは正に，食
料システムの崩壊と呼ぶべき状況である（World Food 
Forum 2021）．
　新自由主義的イデオロギーによれば，上記のような課
題は全て，市場や貿易を自由化し，規制緩和を断行し，
政府による市場介入をなくすことで達成できる（ランズ
バーグ 2015）．しかし，現実にはそのような「神の見え
ざる手」による予定調和が起こらないことは，30 年以
上におよぶ新自由主義的政策の実施をへて，誰の目にも
明らかになりつつある．国連人権理事会の食料への権利
に関する特別報告者 M. ファクリは，2020 年 7 月の中間
報告で，これまでの国際的な貿易政策が食料安全保障，
気候変動対策，人権上の懸念等に有効な結果を残せな
かったと批判した上で，WTO（世界貿易機関）農業協
定の段階的廃止と食料への権利にもとづく新たな国際的
食料協定への移行を提案した（Fakhri 2020）．
　このように時代を反映する社会のパラダイム（価値規1 愛知学院大学
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範）が大きく変化する中で，公共調達の変革を通じて食
と農のあり方を持続可能なものに再構築し，社会全体の
課題を解決しようとする取り組みが，世界各地で始まっ
ている．それは，政府が公共調達という政策的梃子（レ
バー）を用いて市場介入を強化することによって，より
望ましい未来社会を創る試みといえる．そうした意味に
おいて，特に公立学校の給食は変革の主体形成の場にな
るのである（FAO 2018）．
　本稿は，ブラジル，アメリカ，韓国，およびフランス
における，農と食の持続可能性を高めるための公共調達
の変革の一例として，地元の小規模・家族農業が生産し
た有機食材を調達する取り組みをインタビュー調査およ
び資料調査から明らかにすることを課題とする．
　新型コロナウイルス禍の影響により対面でインタ
ビュー調査を実施することはできなかったが，オンライ
ンビデオ通話システム Zoom（以下，Zoom と略記する）
を用いて，筆者がインタビュアーとなり，国連食糧農業
機関（FAO）の栄養・食料局の学校給食プログラム担
当者 A 氏（2021 年 5 月 14 日，英語），フランス西部ペイ・
ド・ラ・ロワール地域圏サルト県の有機農業団体
GAB72 の公共調達担当者 B 氏（同 20 日，フランス語），
フランス在住の農業ジャーナリスト C 氏（同 21 日，日
本語），およびブラジル政府教育省の学校給食プログラ
ム担当者 D 氏（同 17 日，18 日，25 日，英語）に対し
てインタビュー調査を実施した．さらに，Zoom による
調査の実施が困難だったブラジル南東部のパラナ州の自
治体ピライー・ド・スルの教育担当者で栄養士の E 氏
からは書面によるインタビュー調査への回答を得た（同
18 日，英語）．アメリカおよび韓国の取り組みについて
は，資料調査からその状況を整理した．
　第 2 節では，「よい食」（good foods）という概念がど
のように構築されてきたのか，食の公正さ（food jus-
tice）や食の民主主義（food democracy）を求める運動
の展開がどのように公共調達の変革を後押ししたのか，
公共調達の変革を進める政策が国際的にどのように進展
してきたのか，有機公共調達を実現する上でどのような
ことが課題とされているのかを，先行研究を元に整理す
る．第 3 節では，ブラジル，アメリカ，韓国，フランス
の事例を取り上げ，各国において公共調達を変革し有機
農産物・食品の導入を進めた経緯，変革の主体，制度・
法律，課題とその克服方法を明らかにする．最後に，以
上の分析をふまえて，明らかになった点を整理する．

2．「よい食」の実現を目指す学校給食・公共調達

（1）「よい食」の概念の変遷
　「よい食」，すなわち望ましい食，あるべき食の概念は，
時代とともに変遷している．第二次世界大戦の直後は日
本を含む世界各地で食料が量的に不足し，飢餓状態を脱
することが何よりも優先される課題であった．しかし，
量的な充足が達成されると，次には五感で知覚できる味
や鮮度等の品質，および栄養価や安全性といった科学的
に計測できる品質が重視されるようになった．例えば，
栄養バランスガイドに代表される食品群・栄養素の分類
にもとづく「バランスのとれた食事」の指導は，そうし
た品質を重視したものである（FAO 2014）．しかし，
こうした栄養バランスガイドが学校教育に持ち込まれる
中で，実際には多国籍アグリビジネスが，健康的とは呼
べない清涼飲料水や菓子等の販売促進を巧みに教育現場
で行ってきたことが指摘されている（ネスル 2005）．実
際には，不健康な食事の原因の多くが，工業化された農
と食のあり方にある（FAO, UNDP and UNEP 2021）．
　こうした流れを変革しようと，近年になって環境的，
社会的，経済的持続可能性を担保するような食こそ「よ
い食」と呼ぶにふさわしいという考え方が発展している．
例えば，食の公正さ，すなわち価値の再配分，人権，労
働環境，および文化的適切さは，五感で知覚することも
数値化することも容易ではないが，明らかに「よい食」
を構成する広義の品質である．今や「よい食」は，気候
危機対策，生物多様性の維持，格差の是正，地域におけ
る循環型経済の構築に資するものでなければならないと
認識されている．そのため，「よい食」の具体的な選択
肢としてあげられているのは，地元産であり，小規模・
家族農業や中小零細の事業者が生産・製造・販売したも
のであること，そして有機農産物・食品または無農薬・
無化学肥料で栽培されたアグロエコロジカルな農産物・
食品である（Good Food Purchasing 2021; Nordic Coun-
cil of Ministers and Hivos 2019）．

（2）食の公正さを求める運動の展開
　「よい食」を求める運動は，食の公正さや食の民主主
義を求める人びとによって発展してきた（Martin and 
Amos 2017）．それは時に，グローバルな食料システム
を支配する多国籍アグリビジネスに対する農業生産者や
消費者，環境活動家等による抵抗（レジスタンス）とい
う 形 態 を と る（Bonanno and Constance 2008; Sekine 
and Bonanno 2016; White and Middendorf 2007）．Got-
tlieb and Joshi（2010）は，食の公正さを求める運動が
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アメリカ各地の学校給食を改革し，コミュニティ・ガー
デン（地域菜園）の普及に結びつき，最終的には当時の
オバマ政権の政策をも突き動かしていったと指摘してい
る．いまや食料システムは，単に生態系に優しく，カー
ボンニュートラルを達成するだけでは不十分であり，社
会的に公正で民主主義的であることを求められている

（関根 2021a）．

（3）公共調達を変革する試み
　学校給食等の食材の公共調達のあり方を変えること
は，工業化された食料システムから脱却するための道を
開く鍵であるとの認識が世界各地で広がっている（Gup-
till et al. 2013）．
　FAO は，「学校における食料・栄養教育」（School-based 
Food and Nutrition Education: SFNE）プログラムを通
じて，健康的な食事を提供するとともに，学童・生徒と
その家族，教職員，地元の農業生産者，給食業者・調理
員，納入業者，政府を巻き込んで，彼らが変革の主体と
して行動できるように能力を向上している（FAO 
2018）．さらに，FAO は，国連世界食糧計画（WFP），
国連開発計画（UNDP），国際農業開発基金（IFAD），
および先進的な取り組みをしているブラジル政府等と協
力して，学校給食の栄養改善と地域の小規模・家族農業
の振興を結びつける政策を世界各国・地域で推進してい
る（Swensson 2019; FAO 2021）．食材の公共調達は政
策によって変更できるものであり，その波及効果は大き
い．学校給食等の公共調達で「よい食」の購入を目指す
ことは，給食の提供を受ける人の栄養・健康状態を改善
し，将来にわたってその人の食生活に影響を与える食育
につながり，地域の環境を改善し，雇用を生み出し，循
環型経済やコミュニティの活性化に貢献し，政治を変革
し，伝統的な食文化の継承にもつながる．
　同様の取り組みは，「南の国」だけでなく「北の国」
でも広がっている．都市の食料問題や貧困・格差問題等
の社会的課題を包括的に解決するために，各地でフード
ポリシー・カウンシルを設立して，市民参加型の総合的
な地域食料政策（ローカル・フードポリシー）を確立す
る潮流が広がっており，学校給食の改革もこの一環とし
て行われている（秋津 2021 ; 立川 2021）．近年，日本で
も学校給食の食材調達において地元産の割合を高めたり

（内藤・佐藤 2010），有機農産物や無農薬・無化学肥料
の農産物の取り扱いを増やしたりする試みが急速に拡大
している（鮫田 2020 ; 安井 2010 ; 2020 ; 渡辺 2020）．

（4）有機公共調達の実現における課題
　以上のように，先行研究から世界各地で学校給食等の

公共調達を改革し，「よい食」を導入することを通じて
社会の諸課題を解決し，持続可能な社会を目指す取り組
みが行われていることが分かる．
　しかしながら，こうした取り組みを実現する上では
様々な課題があったと考えられる．第一に，なぜ現状を
維持してはいけないのかという基本的な問題がある．特
に，既存の食料システムや公共調達の仕組みから利益を
得てきた企業・団体や個人は，公共調達の変革に強く抵
抗する可能性がある．諸外国では，どのような問題意識
を共有することで公共調達の変革の原動力としたのだろ
うか．第二に，安定的に有機食材を調達するために，ど
のような仕組みや支援制度が必要となるのだろうか．第
三に，有機食材を導入することは，食材費の値上がり，
ひいては給食費の利用者負担や自治体の財政負担の増加
につながらないのだろうか．多くの家庭や自治体が追加
的支出を望まない中で，関係者が合意形成に至るために
は，これは避けて通れない問題である．第四に，最安値・
非差別待遇を重んじる公共調達のあり方に政府が介入す
ることは，既存の経済ルールに抵触することにはならな
いのだろうか．WTO 規則等に違反しないのだろうか．
　本稿では，以上の問題意識に立ち，ブラジル，アメリ
カ，韓国，およびフランスにおける有機食材の公共調達
をめぐる政策の展開を明らかにする．

3．公共調達の変革：各国の取りくみ

（1）ブラジル─学校給食の革命児─
　ブラジルでは，2003 年に農業開発省が「食料入手プ
ログラム」（PAA）を開始し，病院や介護施設等の公共
施設で提供する給食，および低所得者層への食料配給の
食材を地元の小規模・家族農家から調達することとし，
有機食材やアグロエコロジカルな食材を優先的に扱うこ
とを義務化した（D 氏へのインタビュー）．さらに，
2009 年には教育省が全国学校給食プログラム（PNAE）
を開始し，公立の保育園から高校までの給食の食材の公
共調達において，調達額の 30% 以上を地元の小規模・
家族農業から調達し，有機食材とアグロエコロジカルな
食材を優先することを義務化した（A 氏，D 氏，E 氏へ
のインタビュー）．ここで言う地元とは，基本的に同一
自治体を指している．家族農業の定義は法律で定められ
ており，特に農地改革受益者，先住民等から優先的に調
達することも定められている．なお，ブラジルにおける
学校給食は全て無償で提供されており，予算は連邦政府
と州政府，自治体が負担している．2004～2012 年頃に
全国の学校に独自の調理室を整備する政策を実施したた
め，ほとんどの学校が自校式で給食を提供している．
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　当時のブラジルでは慢性的に栄養不足に苦しむ人が多
く，歴史的な背景から先住民やアフリカ系住民に対する
差別や貧困が社会問題となっていた（D 氏へのインタ
ビュー）．さらに，アマゾン川流域の熱帯雨林開発によ
る環境問題も深刻になっていたことから，1980～90 年
代頃から多様な社会運動（アグロエコロジー運動，土地
なし農民や先住民の権利保護運動，貧困層への支援活動，
環境保護運動等）が発展していた．こうした背景から，
市民運動によって PAA と PNAE が誕生し，特に後者
はその市場規模が大きいことから，公共調達の変革によ
る社会的課題解決の先進的な取り組みとして国際的に注
目された．連邦政府は，同制度によって子ども達の栄養
状態の改善と小規模・家族農家の支援，それによる地域
経済の活性化を実現するモデルを示した．当時，国連や
EU 諸国から視察が相次いだことは，ブラジルが学校給
食のあり方を大きく変えた革命児であったことを象徴し
ている．
　しかし，PAA よりも食材の公共調達額の規模が大き
い PNAE が成立したときには，ブラジル国内の大手ア
グリビジネスが市場を失うことを恐れて猛反発し，自由
な市場取引を阻害するとして WTO に訴えたため，ブラ
ジル政府は 2010 年に WTO から制裁金を課された（D
氏へのインタビュー）．当時のルーラ大統領（左派の労
働者党で労働組合運動を率いた経験がある）はジュネー
ブの WTO 本部で反対弁論を行うとともに，メルコスー
ル（南米南部共同市場）加盟国からの支援を得て，
PNAE の正当性を主張した．すなわち，食料への権利は，
何よりも優先されなければならないものであり，それを
守るために PNAE が必要であることを訴えたのである．
　国際世論の支援も奏功し，WTO は翌 2011 年には制
裁措置を撤回して，ブラジル政府に謝罪した（D 氏への
インタビュー）．これを受けて，国連はブラジル政府と
連携の覚書を交わして，PNAE をモデルとした公共調
達改革の取り組みをラテンアメリカ諸国，アフリカ，ア
ジアの「南の国」へ普及するための取り組みを行ってい
る（A 氏，D 氏へのインタビュー）．PAA や PNAE の
取り組みによって，ブラジルはついに 2014 年に国連の
ハンガーマップ（飢餓地図）の掲載国を脱出した．さら
に，こうした取り組みによって，小規模・家族農家によ
る有機農業・アグロエコロジーが全国的に広がり，都市
に集中していた人口が一部農村に還流する現象もみられ
た（D 氏へのインタビュー）．
　しかし，2019 年に経済自由主義を掲げるボルソナロ
政権（元社会自由党）が誕生すると，PAA は予算を失い，
2021 年現在はプログラムをほとんど実施できなくなっ
ている（D 氏へのインタビュー）．PNAE はかろうじて

継続されているものの，現政権はその廃止を求めている．
さらに，2020 年以降は新型コロナウイルスの感染拡大
によって学校が閉鎖されたことにより，一部の地域では
給食を一時的に実施できない状況に陥った．緊急対応と
して，自宅待機している子ども達に給食を届ける試みが
行われているが，全ての自治体で実施できているわけで
はない．人口 2.5 万人のピライー・ド・スー自治体が
2021 年に実施したアンケート調査によると，62% の子
ども達の家庭で食料不足が起きていた（E 氏へのインタ
ビュー）．新型コロナウイルス禍によって，ブラジルで
は再び栄養不足人口が増加し，公共調達に有機食材を提
供していた小規模・家族農家も多大な影響を受けている．
このように，ブラジルの有機公共調達の取り組みは今日
試練を受けているが，全国レベルで法的義務と予算措置
をともなう取り組みとしては，世界の中でも先駆的であ
ると評価できる．

（2）アメリカ─反GMO・農薬運動が変えた学校給食─
　アメリカでは，2000 年代から西海岸のワシントン州
やカリフォルニア州の都市で有機学校給食の取り組みが
少しずつ始まり，その後，全米の主要都市へと波及して
いった（Glaser and Roberts 2006）．先述のように，オ
バマ政権（民主党）（2009～2017 年）ではミシェル大統
領夫人が学校給食の改善運動に熱心だったこともあり，
野菜や全粒穀物，低トランス脂肪酸の摂取量を増やす取
り組み等が行われた（オバマ 2019）．
　2010 年代には，遺伝子組み換え食品への表示や除草
剤グリホサートの禁止を求める市民運動が，カリフォル
ニア州を中心に全米に広がった（ハニーカット 2019）．
2012 年にはカリフォルニア州で遺伝子組み換え食品の
表示義務化を求める住民投票が行われ，成立はしなかっ
たものの意識啓発につながった．
　さらに，同年，ロサンゼルス市の学区が「よい食購入
政策」を開始し，学校給食の食材の公共調達の基礎要件
として，（1）地域経済の支援，（2）健康推進，（3）安全
で健康的な職場環境と公正な賃金の支払い，（4）動物福
祉の保護，（5）環境的持続可能性の推進をスコア化して
納入業者に課したところ，多国籍アグリビジネスのタイ
ソン社は 2015 年の契約更新時に入札から撤退した

（Lappé 2016）．この取り組みは，オルタナティブ（代
替的）な食料システムのビジョンを示すこととなり，全
米に同様の取り組みが波及する契機となった．2016 年
にはサンフランシスコとオークランドの学区で同様の取
り組みが導入されている．
　遺伝子組み換え食品や農薬グリホサートの規制を求め
る市民運動が興隆する中で，その運動を構成する主体の
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ひとつとして，2013 年には，子どもの健康のために遺
伝子組み換え食品や農薬の使用に反対する母親たちの団
体「マムズ・アクロス・アメリカ」（MAA）が設立され，
その後数年で日本を含む世界各地で関連団体が設立され
ている（ハニーカット 2019）．同年，全米の 400 を超え
る都市で，遺伝子組み換え作物やグリホサートを生産・
販売するモンサント社（現バイエル社）に反対する大行
進に 200 万人が参加した．
　2018～2019 年には，カリフォルニア州の 3 つの学校
が連邦政府の支援を受けて，有機食材 100% の学校給食
の提供を試験的に開始した（Foodtank 2021）．しかも，
食材は有機であるだけでなく，地元産，小規模・家族農
家産を優先的に調達することとしており，調理済み食品
ではなく手作りで，食品ロスを抑制し，植物性タンパク
質を増やしている．この取り組みによって，特に有色人
種の子ども達に多く見られる低栄養と食生活に起因する
疾病の発生を抑制することが目指されている．これによ
り，給食の調理室の改善のための投資や調理職員の追加
的雇用が必要になったが，地域に安定的な常雇の雇用を
新たに生み出し，経済的発展につながったと評価されて
いる．必要な費用は，学区の予算や寄付，ボランティア
による支援でまかなっている．2019 年に，カリフォル
ニア州は有機学校給食の試験事業に予算（2019-2020 年）
をつけ，地元産の有機農産物を調達するための支援を開
始した（Assembly Bill No.985）．
　学校給食の有機化が進められる中，2018 年にはサン
フランシスコの裁判所で発がん性があるグリホサートを
販売したとして提訴されていたモンサント社（現バイエ
ル）が敗訴し，賠償命令が下された（ハニーカット 
2019）．その後，全米の複数の州がグリホサートの使用
を禁止し，同社に対する訴訟の数も増加した．2020 年
にモンサント社を買収したバイエルが 5 万人の原告と和
解したが，最大 1 兆円超の和解金を支払うことになった

（新聞農民 2020 年 8 月 10 日付）．同年，農務省は農業
イノヴェーション・アジェンダを発表して，2050 年ま
でに農業の生産量を 4 割拡大しつつ，環境フットプリン
トを 50% 削減する目標を発表した（USDA 2020）．

（3）�韓国─直営・国産・無償化で無農薬給食を小規模
農家から─

　韓国における学校給食の改善運動は，市民と農業生産
者が連帯して給食の自治体直営化，食材の国産化，給食
費の無償化を掲げて，1998 年に始まった（大江 2020）．
2002 年には民主労働党が学校給食法改正にむけた全国
討論会を主催し，そこに集った農業協同組合，保護者の
団体（学校運営の改善を求める団体，日本の PTA や保

護者会とは異なる有志の集まり），全国教職員労働組合
等が学校給食全国ネットワークを発足した（姜 2021）．
貿易自由化等のグローバル化によって疲弊・衰退する国
内農業への危機感を共有した諸団体が結集して設立され
た同ネットワークは，学校給食で地元産の農産物を調達
するよう学校給食法の改正や自治体の条例の制定を求め
る運動を展開した．
　しかし，学校給食で地元産および国産の農産物を調達
することを支援する条例を制定した広域自治体の全羅北
道に対して，韓国政府は同条例が WTO ルールに違反す
るとして裁判所に提訴した（姜 2021）．日本の最高裁判
所に相当する大法院は，一度は同条例が WTO 違反であ
るとの判断を示したが，議論の末，食材調達の範囲を国
産に限定するのではなく，「安全で環境に優しい食材」
の調達を支援するという表記に変更することで条例を認
めた．その後，韓国政府は立場を改め，2006 年に WTO
に対して学校給食で国産農産物の使用を許容するとの付
属書を提出し，2007 年には米韓 FTA（自由貿易協定）
の政府調達協定の付属書でも同様の対応をとった．
　その後，2010 年にソウル特別市議会でも親環境無償
給食条例案が可決され，2011 年にはソウル市長選挙で
給食の無償化政策を掲げた朴元淳市政が誕生した（姜 
2021）．ソウル市は，「親環境農産物」（その 92％は無農
薬農産物＝化学農薬不使用，化学肥料は慣行の 3 分の 1
以下）の公共調達を財政的に支援し始め，当該農産物の
多くを小規模・家族農家から調達している（大江 
2020）．2017 年時点で，ソウル市の学校給食に親環境農
産物を出荷する農業生産者数は約 1,600 人で，その 7 割
が小規模・家族農家である．2021 年現在，幼稚園から
高校まで全ての国公立・私立および特殊学校（日本の特
別支援学校）等の 1,348 校，83 万 5,000 人の児童・生徒
が親環境農産物の無償給食を享受している（姜 2021）．

（4）フランス─有機公共調達の義務化─
1）EUにおける公共調達のグリーン化
　EU 委員会は，2017 年にマルタとともに報告書を発表
し，食料の公共調達で有機食材を推奨する方針を示した

（EC and Malta 2017）．同年，EU はポスト 2020 年の共
通農業政策（CAP）改革で，小規模農業を支援する政
策を強化する方針を打ち出した（関根 2020）．
　さらに，EU 委員会は 2019 年に新たなグリーン公共
調達の基準を発表し，加盟国の任意で公共調達の基準に
有機，フェアトレード，動物福祉等を導入できるとした

（EC 2019）．EU は関税同盟であり，単一市場内の自由
な競争を促す方針を掲げているため，地元産食材の調達
はグリーン公共調達として認めていない．しかし，今後，
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食材の輸送にともなう環境負荷の評価方法が確立・承認
されれば，公共調達の基準として地理的近接性が考慮さ
れる可能性はある（Ｂ氏へのインタビュー）．同年，EU
は欧州グリーンディールを発表し，翌 2020 年には農場
から食卓までの戦略を示して，2030 年までに有機農業
の面積を農地の 25% に拡大し，農薬使用量を 50% 削減
し，化学肥料の使用量を少なくとも 20% 削減すること
を目標に掲げた（関根 2021b）．
2）有機農業の推進
　フランスでは，1990 年代から学校給食に有機食材を
導入する運動や取り組みが始まっていた（C 氏へのイン
タビュー）．シラク政権（共和国連合党）下の 2001 年に
農務省と環境省が共同管轄する公益団体として有機局

（Agence Bio）が設立され，その後，省庁横断的に有機
農業や有機公共調達を進める上で大きな推進力となっ
た．2007 年には，サルコジ政権（共和党）下で環境グ
ルネル会議が開催され，立法化には至らなかったものの
有機農業の拡大にむけた政治的機運が高まった（B 氏へ
のインタビュー）．オランド政権（社会党）下の 2014 年
には，ルフォル農相（当時）が主導して農業未来法を施
行し，アグロエコロジーや地域食料プログラム（PAT）
等を推進した（関根 2020）．2016 年には，公共調達で地
元産食材を優先的に調達するための手法集（通称ローカ
リム）を政府が発表したが，EU 単一市場のルールに抵
触しないように「地元産を優遇する」という表現を巧妙
に避けている（République Française 2017）．しかし，
最安値を原則とする公共入札制度のあり方をめぐって
は，改革を求める声が高まっている（B 氏へのインタ
ビュー）．
3）有機公共調達の義務化
　マクロン政権（共和国前進党）下の 2018 年に成立・

施行された食の全般的状況に関する法律（通称エガリム
法）は，公共調達における食材購入額の 20% 以上を認
証取得した有機農産物とし，それを含めて 50% 以上を
高品質な食材にすることを，2022 年 1 月から義務化し
た（表）．同法は，他にも農業生産者の所得向上，ネオ
ニコチノイド系農薬の使用禁止，動物福祉の向上，食品
廃棄・ロスの削減，プラスティック製製品の削減等も義
務化している．
　また，政府は 2018 年に「有機農業への大志」政策を
発表し，2022 年までに有機農業が全農地に占める割合
を 15% に拡大すること等を目標に掲げた（Ministère de 
l’Agriculture et de l’Alimentation 2018）．2019 年現在，
フランスの有機農業面積は 230 万 ha（9.5%），有機農業
経営体は 4.7 万経営体（11.8%）となっている（Agence 
Bio 2021）．有機食材の市場は 132 億 €（1.7 兆円）/年で，
その内 67% がフランス産，18% がフランス以外の EU
産である（2020 年）．
　エガリム法はマクロン大統領が大統領選挙の公約とし
て掲げた政策であり，多くの有権者が支持している．フ
ランスでは，国公立の幼稚園から大学の教育機関，病院・
介護施設，役所，休暇滞在施設，刑務所の給食，および
高齢者向けの配食サービス等の公共調達全体の 60%，教
育機関の 79% で有機食材が導入されている（2018 年）

（Agence Bio 2019）．しかし，食材調達額に占める有機
食材の割合は，0～100％とばらつきが大きく，全国平均
では 3％（2017 年）から 4.5％（2020 年）に向上したも
のの，2021 年 1 月までにこれを 20％以上に向上させる
ことは容易ではない（B 氏へのインタビュー）1）．それ
でもアンケート調査によれば，給食の有機化を進めるこ
とに賛成するフランス市民の割合は，学校給食について
90％，病院 80％，介護施設 77％，民間 81％と高くなっ

表 1　エガリム法で調達が義務化される高品質・持続的食材



有機農業研究（2022）vol.14, No.1　　　13

関根佳恵「世界における有機食材の公共調達政策の展開」

ている（Agence Bio 2019）．実際，エガリム法が施行
された 2018 年は，公共調達における有機食材の購入金
額が前年比で 28% も増加した．
4）�有機公共調達の取り組みの事例─サルト県ル・マン
市─

　フランス北西部に位置するペイ・ド・ラ・ロワール地
域圏のサルト県は，人口約 54 万人で，穀物，畜産・酪農，
ワイン用ブドウ，野菜，果物等の多様な農業が営まれる
地域である．近年，有機農業の生産が拡大しており，有
機農家は 347 経営体（全体の 7.3%），有機農業面積は
18,800ha（農地の 5.1%）となっている（2018 年）（Chambre 
d’agriculture Pays de la Loire 2019）．県庁所在地のル・
マン市は，首都パリから 200km 程の距離で，人口 14 万
人，周辺自治体を含めて 21 万人の中核都市である．
2018 年以降，ルフォル元農相が市長を務めており，ア
グ ロ エ コ ロ ジ ー を 推 進 し て い る（B 氏 へ の イ ン タ
ビュー）．
　同市では公社が給食センターを運営しており，74 校
の幼稚園・小学校の 53 か所の食堂，介護施設，高齢者
配食サービス用に 1 日約 1.2 万食を調理している（B 氏
へのインタビュー）．エガリム法への対応として，ル・
マン市は年間 16 万 €（2,080 万円）の追加的予算をつけ
て，学校給食等の公共調達における有機食材の購入を増
やしている．公共調達額に占める有機食材の割合は，
2%（2014 年）から 30%（2020 年）の実に 15 倍に増加
した．さらに，不足しがちな生鮮の有機野菜を安定的に
供給するために，ル・マン市は周辺自治体に 8.5ha の有
機農場を整備し，その費用を補助した．2021 年現在，1
人の有機農家が農場を経営し，1 人を雇用している．ま

た，ル・マン市の周辺自治体でも公共調達で有機食材や
地元産の食材を調達する取り組みが広まっている．
　公共調達で有機食材を購入する場合，自治体によって
は農業公社を設立して有機農業に取り組むケースもある
が，地域の個別の有機農家や出荷団体，またそれらの主
体が形成する有機農産物の出荷プラットフォーム，有機
農家の協同組合，卸売市場や加工業者，小売店から調達
できる（図 1）．また，Agence Bio がウェブサイトで各
地の有機農家，食品事業者，小売店等をリスト化してい
るので，国内のどこにいても取引相手を探して連絡する
ことができる．また，より地域密着型の有機食材の生産
者と実需者のマッチングサイトもある．
　ル・マン市をはじめとするサルト県の自治体では，有
機食材を導入しても給食の食材費を値上しないために，
様々な工夫を実施している（B 氏へのインタビュー）．
例えば，（1）栄養価が高くて美味しく，しかも価格が安
い旬の食材を多く用いるようにし，例えばトマトであれ
ば 5 月末から 9 月までしか購入しない．（2）冷凍食品等
の加工食品は栄養価が低く，美味しくない上に価格が高
いためできるだけ用いず，素材から調理するようにする．

（3）タンパク源を多様化し，食肉や魚肉を提供するとき
はグラム単位で適正量を測ったり，提供回数を減らした
りして，代わりに卵，乳製品，豆類，全粒穀物，および
野菜から摂取できるベジタリアン・メニューを増やす．

（4）食品ロスを削減して，食材の無駄をなくす．食品ロ
スを削減するために，児童・生徒が食べられる量を盛り
付けたり，食材（特に食肉）の焼き方を工夫したり，給
食の予約管理を徹底したり，食育を行ったりする．これ
らの取り組みは，学校給食の有機化を進める非営利団体

図 1　有機食材の安定調達の仕組み
資料：B 氏に対するインタビュー調査より筆者作成．
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Un Plus Bio でも推奨されている．ベジタリアン給食の
導入頻度が高い学校程，有機食材率も高く，高価格の有
機食肉の導入率も高くなっている（図 2）．こうした取
り組みにより，有機食材を導入している自治体の 7 割で
給食の食材費は導入前と変わらないか，むしろ減少して
いる（Un Plus Bio 2020）．

4．おわりに

　本稿では，ブラジル，アメリカ，韓国，およびフラン
スを事例として，公共調達で「よい食」，すなわち地元
の小規模・家族農業が生産した有機食材を調達する取り
組みを実施した経緯，変革の主体，関連する制度・法律，
課題とその克服方法について，インタビュー調査および
資料調査から分析した．その結果，以下の 4 点が明らか
になった．
　第一に，事例国ではグローバル化による貧困・格差，
農業生産者の困窮，地域経済の衰退，農薬や遺伝子組み
換え食品による消費者の健康被害や環境問題等の諸課題
が，それぞれ独立した個別の問題ではなく，根底で相互
につながっている問題（工業的で公正・民主主義的でな
い農と食のあり方の問題）として認識され，それらの諸
課題を同時に解決する親鍵（マスターキー）として公共
調達の変革が行われた．すなわち，現状の分析と課題の
原因の特定なくして，公共調達を変革するエネルギーは
生まれないのである．

　第二に，自治体レベルの条例や予算措置で有機公共調
達が広がりつつあるアメリカと韓国，全国レベルの法整
備と予算措置によって有機公共調達を推進しているブラ
ジルとフランスという違いはあるが，いずれの国でも中
央政府または地方政府が草の根の市民運動に押されて公
共調達の改革を行っている（図 3）．地域に有機農家が
少ない場合は，まず地域の実態を調査し，関係者の意見
交換会を実施して有機食材の調達計画を立てることが重
要である．最初は年に 1 日だけ，1 品だけでも有機食材
のメニューを導入して，「小さく始めて大きく育てる」
とよいだろう．また，地域でコーディネーター役を務め
る人材の対話技術（コミュニケーション能力）を研修等
で高め，有機農業への新規参入を促しつつ，地域の慣行
農家に有機農業への段階的な転換を検討してもらうこと
も，その地域で有機農業を拡大するために求められる．
　第三に，フランスの事例から有機食材の公共調達を増
やしても，必ずしも給食の食材費は増加しないことが分
かった．食材費の値上がりを避けるために実施されてい
るタンパク源の多様化は栄養学的にみても健康的で望ま
しいいとされており，食品ロスの削減は食料安全保障や
気候変動対策，食の倫理の観点からも欠かせない取り組
みである．しかし，食材費は抑制できても，調理の手間
や設備には投資が必要な場合もある．野菜の大きさのば
らつきが大きく皮むき機械が使えない場合は，有機食材
なので皮を剥かずに「一物全体」で食べることを食育と
して教えることも重要である．しかし，それでも追加的

図 2　ベジタリアン給食導入の結果
資料：Un Plus Bio (2020) より筆者作成．

注：給食食材費はベジタリアン導入毎日が 1.96€/ 食，毎週が 2.06€/ 食，導入なしが 2.30€/ 食だった．
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に発生する費用については，他の予算を削って予算を創
出したり，納税者の理解を促したりする取り組みが必要
になる．発想を変えれば，人件費の増加は有機公共調達
によって地域に雇用が生まれ，新たな地域経済循環が起
きるととらえることができる．給食費をすぐに無償化で
きない場合も，利用者（保護者）の所得水準によって傾
斜配分を強化することで，食料への権利をより広く保障
することにつながる．
　最後に，ブラジルや韓国，フランスの事例から，公共
調達のあり方をめぐって政府の役割と自由市場の関係が
問われていることが浮き彫りになった．実際，WTO 農
業協定のルールや EU 単一市場のルールが有機公共調達
を実現しようとする人びとの前に立ちはだかった．しか
し，食料への権利や環境への配慮，安全性，品質認証制
度等を動員すれば，「脱出口」は開かれるということが
明らかになった．さらに，冒頭で述べたように，WTO
農業協定自体の段階的廃止が国連人権理事会で議論され
ており，EU でも環境影響評価の手法を確立し，現行の
公共調達の入札制度を見直すべきだという議論が始まっ
ている．自由市場のルールや公共調達の既存の制度を所
与と見なすのではなく，あるべき未来社会を起点として
今何を行う必要があるのかを柔軟に考え，実行すること
が重要である．その際，事例国で見られるように幅広い
主体（農業・農民団体，消費者団体，保護者・住民，環
境団体，科学者・学会，メディア関係者等）が連携して
情報を共有し，食料システムの持続可能性を高めるよう

な新しい政策を求めて政治を動かしていくことが求めら
れる．

要旨
　近年，学校給食等の公共調達において有機食材を導入
する取り組みが世界各地で広がっており，その実現を推
進する政策も展開されている．例えば，ブラジル，アメ
リカ，韓国，フランス等では，多様な市民運動に後押し
された中央政府および地方政府が，有機食材の公共調達
を推進している．本稿は，公共調達の変革を通じて食料
システムの持続可能性を高めようとする上記の取り組み
を，インタビュー調査および資料調査から明らかにする
ことを課題とする．結論として，（1）これらの国では現
行の食料システムに対する問題意識の共有が，公共調達
の変革の原動力になっていたこと，（2）公共調達におけ
る有機食材の安定的な調達の仕組みを支援する制度が確
立されつつあること，（3）公共調達における有機食材の
導入による食材費の値上を避けることは，様々な工夫に
より可能であること，（4）公共調達のあり方をめぐって
政府の役割と自由市場の関係が問われていることを述べ
る．

注
1）2022 年 1 月現在，フランスの食材の公共調達額に占める有

機農産物・食品の割合は 10% に留まる（Ouest France 2022
年 1 月 31 日付）．しかし，部門別では 2021 年時点で学校給

図 3　公共調達で「よい食」を調達するために実現したいこと（概念図）
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食 30%（託児所 58%，幼稚園・小学校 40%，中学校 36%，
高校 24%），政府系機関 22%，その他の公共機関 15%，病院・
介護施設 5% となっている（Un Plus Bio 2021）．
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